
長崎県福祉サービス第三者評価手法及び評価結果取扱い要領 
 
 
（目的） 
第１条 この要領は、長崎県福祉サービス第三者評価推進事業実施要綱（平成１７年４月２
０日制定）に基づき実施される福祉サービス第三者評価（以下「評価」という。）の評価
手法及び評価結果の取扱いについて必要事項を定める。 

 
（評価の手法） 
第２条 評価機関は、評価の実施にあたり、別表に定める体制、手法等により、評価を実施
するものとする。      
２ 評価の実施にあたっては、事前に、次の事項を評価を受ける福祉サービス事業者（以 
下、「事業者」という。）に説明するものとする。 
（１）事業の趣旨、スケジュール、評価項目 
（２）評価を行う評価調査者の氏名 
（３）評価料金及び解約に関すること 
（４）事前に提出を受ける書類、提出期限、受審当日の準備書類等 
（５）評価結果の公表、苦情対応に関すること 
（６）評価機関の倫理、守秘義務に関すること 
（７）その他、評価の受審にあたり必要なこと 
３ 事業者は、前項により説明を受けた評価調査者について、相当の理由を述べたうえで、
評価調査者の変更を申し立てることができる。 
４ 評価機関は、評価終了後、その評価結果を公表するにあたっては、事前に事業者の確認
を得るものとする。 
５ 前項の場合において、事業者は、評価結果の内容に異議があるときは、評価機関に意見
書を提出することができる。 

 
（評価の決定） 
第３条 評価の決定は、原則として訪問調査を行った評価調査者の合議により決定する。 
ただし、前条第５項の規定に基づく事業者からの意見書の提出があり、専門的な観点から
審査を行う必要があると判断したとき、又は評価の決定について意見を求める必要がある
と認められる場合には、評価機関が設置する評価決定委員会により評価を決定するものと
する。 
２ 評価機関は、前条第５項の事業者からの意見書について、事業者からその内容を裏付け
る挙証資料等が示されないときは、評価結果の作成にあたり、意見書の内容を採用しない
こととして差し支えないものとする。 
３ 評価機関は、事業者の意見書内容を採用しない場合においても、評価結果において、可
能な限りその見解に言及するものとする。 

 
 



（評価結果の作成） 
第４条 評価機関は、訪問調査の日から２か月以内に、評価結果を作成し、長崎県（以下「県」
という。）に提出するものとする。 

 
（評価結果の公表等） 
第５条 評価機関は、事業者の同意を得て、評価結果を「独立行政法人福祉医療機構ホーム
ージ（ＷＡＭネット）」に掲載することにより公表を行うとともに、事業者に通知するも
のとする。 
  また、評価結果は、閲覧できるように評価機関の事務所へ備え付けるものとする。 
２ 県は、評価機関からの評価結果の提出を受け、評価結果を県のホームページへ掲載し、
閲覧できるように県民情報センターへ備え付けることとし、市町村へ情報提供を行うもの
ものとする。 
  ただし、公表することについて事業者の同意を得ていない評価結果については、公表し
ないものとする。    
３ 前項の規定にかかわらず、地域密着型サービス外部評価にあっては、別に定める方法に
より行うものとする。 
４ 評価機関は、第４条に規定する期間内に評価結果の公表ができない場合は、あらかじめ
その理由等を事業者に通知するものとする。 

 
（評価結果公表の有効期間） 
第６条 評価結果公表の有効期間は、評価が終了した日が属する年度（４月１日～翌年３月
３１日）を含めて、３年目の年度末までとする。（地域密着型サービスを除く。） 

 
 
附 則 
 この要領は、平成１７年１１月１１日から施行する。 
  この要領は、平成１９年 ３月２０日から施行する。 
  この要領は、平成２１年 ２月 １日から施行する。 
 
（経過措置） 
 平成２１年１月３１日以前に評価受審契約済の事業者に対する評価については、この規定
にかかわらず、従前の例によるものとする。 
 
 
 
 

 


